
「四日市市部落差別をはじめとするあらゆる差別を無くすことを目指す条例」改正中間案 

新旧対照表 

改正後 改正前 

部落差別をはじめとするあらゆる

差別を無くし、人権が尊重される四

日市をつくる条例 

四日市市部落差別をはじめとする

あらゆる差別を無くすことを目指

す条例 

  

全ての人間は、生まれながらにして自由

であり、かつ、尊厳と権利について平等

である。これは、世界人権宣言にうたわ

れている人類普遍の原理であり、基本的

人権を侵すことのできない永久の権利と

して全ての国民に保障している日本国憲

法の精神にかなうものである。こうした

理念の下に、個人が自律した存在として

尊重される社会を実現することは、全て

の市民の願いである。しかしながら、今

もなお、部落差別をはじめとする様々な

不当な差別が存在しており、また、イン

ターネットの普及などによる情報化の進

展、少子高齢化等の地域社会の変化、経

済的格差の拡大等の経済社会の構造の変

化などによって、人権に関する課題の複

雑化及び多様化が進んでいる。こうした

不当な差別をはじめとするあらゆる人権

に関する課題を解消していくためには、

その解消に向けた取組を社会としてより

一層推進するとともに、人権尊重の理念

について理解を深め、私たち一人一人が

相互に人格と個性を尊重し合いながら支

え合うことが必要である。私たちは、こ

 



のような認識を共有し、多様性を認め合

う、誰一人取り残されることのない人権

尊重の社会づくりのために、たゆまぬ努

力を続けていくことを決意する。 

  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、日本国憲法及びあ

らゆる形態の人種差別の撤廃に関する

国際条約その他の人権に関する条約の

理念にのっとり、全ての市民に基本的人

権を保障し、部落差別をはじめ、女性差

別、障害者差別、外国人差別、性的指向

及びジェンダーアイデンティティを理

由とする差別など、不当な差別をはじめ

とするあらゆる人権に関する課題を無

くすための市に関係する者の責務並び

に市の施策について必要な基本事項を

定めることにより、全ての市民が人とし

て尊重され、明るく住みよい人権尊重都

市四日市市の実現に寄与することを目

的とする。 

第１条 この条例は、日本国憲法及びあ

らゆる形態の人種差別の撤廃に関する

国際条約その他の人権に関する条約の

理念にのっとり、すべての市民に基本的

人権を保障し、部落差別をはじめ、女性

差別、障害者差別、外国人差別など、あ

らゆる差別を無くすための市及び市民

の責務並びに市の施策について必要な

基本事項を定めることにより、すべての

市民が人として尊重され、明るく住みよ

い人権尊重都市四日市市の実現に寄与

することを目的とする。 

  

（基本理念） 

第２条 人権は、人間の尊厳に基づいて

各人が持っている固有の権利であり、社

会を構成する全ての人々が個人として

の生存と自由を確保し、社会において幸

福な生活を営むために欠かすことので

きない権利である。全ての人がお互いの

人権と尊厳を大切にし、生き生きとした

人生を享受することができる共生社会

を実現するためには、全ての人が人権の

 



享有主体であり、互いの人権を尊重する

ことの重要性を正しく理解するととも

に、自らの権利を行使するに当たって

は、その行使に伴う責任を自覚し、自己

の人権と同様に他者の人権をも尊重し

なければならない。 

  

（市の責務） （市の責務） 

第３条 市は、第１条の目的を達成する

ため、行政施策の実施に際しては、全て

の分野にわたり人権尊重の視点に立っ

た施策（以下「施策」という。）の策定

に努めるとともに必要な施策を総合的

かつ計画的に推進するものとする。 

第２条 市は、前条の目的を達成するた

め、行政施策の実施に際しては、すべて

の分野にわたり人権尊重の視点に立っ

た施策（以下「施策」という。）の策定

に努めるとともに必要な施策を総合的

かつ計画的に推進するものとする。 

  

（市民の責務） （市民の責務） 

第４条 （略） 第３条 （略） 

  

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、その事業活動を行う

に当たっては、市が実施する施策に協力

するとともに、人権が尊重される社会の

実現に寄与するよう努めなければなら

ない。 

 

  

（市議会の議員、市長その他の市の公務

員の責務） 

第６条 市議会の議員、市長その他の市

の公務員は、この条例の目的を達成する

ため、率先して積極的な役割を果たすも

のとする。 

 

  



（連携及び協働） 

第７条 市は、施策を推進するに当たっ

ては、国、県、関係機関及び関係団体等

と連携・協働し、不当な差別をはじめと

するあらゆる人権に関する課題の解消

に取り組むものとする。 

 

  

（人権教育及び人権啓発活動の充実） （啓発活動の充実） 

第８条 市は、不当な差別をはじめとす

るあらゆる人権に関する課題を無くす

ため、それぞれの課題を明らかにし、き

め細かな人権教育及び人権啓発に関す

る活動の取組とその充実に努めるもの

とする。 

第４条 市は、部落差別をはじめとする

あらゆる差別を無くすため、それぞれの

課題を明らかにし、きめ細かな啓発活動

の取組とその充実に努めるものとする。 

  

（インターネットを通じて行われる人

権侵害行為の防止） 

第９条 市は、インターネットを通じて

行われる人権侵害行為を防止するため、

インターネットの適切な利用に関する

リテラシーの向上を図るための教育及

び啓発その他の必要な措置を講ずるも

のとする。 

 

  

（実態調査の実施） （実態調査の実施） 

第１０条 （略） 第５条 （略） 

  

（行政組織の充実） （行政組織の整備） 

第１１条 市は、施策を総合的かつ計画

的に推進するため、行政組織の充実に努

めるものとする。 

第６条 市は、施策を効果的に推進する

ため、行政組織の整備及び充実に努める

ものとする。 

  



（相談体制の充実） 

第１２条 市は、人権に関する相談に的

確に応ずることができるよう、人権に関

する相談に対応するための窓口の設置

その他必要な体制の充実に努めるもの

とする。 

 

  

（基本計画） 

第１３条 市は、施策を総合的かつ計画

的に推進するため、施策に関する基本的

な計画（以下「基本計画」という。）を

策定するものとする。 

 

  

（諮問及び協議） （諮問及び協議） 

第１４条 市は、目的達成のため、必要

な事項については、市の附属機関等に諮

問及び協議するものとする。 

第７条 市は、目的達成のため、必要な

事項については、市の関係附属機関に諮

問及び協議するものとする。 

  

（委任） （委任） 

第１５条 （略） 第８条 （略） 

  

（検討） 

第１６条 この条例の規定については、

社会情勢の変化等に応じて検討が加え

られ、必要があると認められるときは、

その結果に基づいて必要な措置が講ぜ

られるものとする。 

 

 


